
 
 
 

公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 

導入可能性調査業務 

報告書 
 

 

2024 年１⽉ 

 

アセス株式会社 
 

※（一社）地域循環共生社会連携協会から交付された環境省 補助事業 である令和

４年度（第２次補正予算） 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実

現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）により作成されたも

のです。 



東温市は、2022年3月に改定した「とうおんスマートエコタウン計画 地球温暖化対策実

行計画（事務事業編）」において、公共施設からの温室効果ガスの排出量を、令和12（2030）

年度に平成25（2013）年度比で51％削減することを目標に設定するとともに、公共施設の

太陽光発電設備の設置が進むことにより、脱炭素化推進及び防災機能向上を図るため、公共

施設等について、太陽光発電設備等の導入可能性がどの程度あるかの調査を東温市の依頼の

もと、アセス株式会社が行いました。 

尚、本業務は、環境省補助事業の「令和４年度（第２次補正予算）地域脱炭素実現に向けた

再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業」を活用しました。 

 

委託業務名 

公共施設自立・分散型エネルギー設備等導入可能性調査業務 

 

委託期間 
（着手） ： 令和５年９月６日 

（完了） ： 令和６年１月15日 

 

調査対象施設（19施設） 
〇東温市庁舎  〇北吉井小学校 〇南吉井小学校 〇拝志小学校 

〇上林小学校  〇川上小学校  〇東谷小学校  〇西谷小学校 

〇重信中学校  〇川内中学校  〇東温市よしいのこども館 〇川内公民館 

〇東温市川内健康センター    〇東温市ふるさと交流館 さくらの湯 

〇南吉井保育所 〇川内保育園  〇北吉井幼稚園 〇重信幼稚園 

〇川上幼稚園 

 

業務内容 
○施設の情報収集・整理 ○簡易施設診断、太陽光発電の設置検討 

○基本計画図の検討 〇電力消費量の推計 〇導入計画の検討 ○報告書作成 

 

 

受託機関 
アセス株式会社 岡山支社 

岡山県岡山市北区下伊福 2 丁目６－１ 

TEL （086）250-3255 

FAX （086）250-2822 

 

業務概要 



調査施設 結果一覧

施設名 住所 取得年⽉
耐用
年数

避難
施設
指定
●

屋根面積
（㎡）

推定設置
可能容量
（kＷ）

事前相談回答
モジュール
容量（kW）

容量
計

想定発電量（初
年度 kWh）

想定⾃家消費量
（初年度
kWh）

余剰率（⾃家消
費÷発電）

取組推奨パター
ン（案）

取組方向性（案） 備 考

1 東温市庁舎
東温市⾒奈良530番
地1

2000年3⽉ 50年 - -
連系制限なし・
逆潮流なし

0 0 - - - PCS入替 経年劣化したパワーコンディショナを入れ替え、
遠隔監視装置と保安業者を導入

現地調査にて既設PCSが停止し
ていたが、放置されていたこと
を確認。

2 東温市⽴北吉井⼩学校
東温市志津川131番
地

1964年2⽉ 47年 ● 1,863 186
連系制限なし・
逆潮流あり

62.64 50 68,456 49,466 28% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

3 東温市⽴南吉井⼩学校
東温市田窪1100番
地

1962年6⽉ 47年 ● 2,054 205
連系制限なし・
逆潮流なし

62.64 50 68,456 52,801 23% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

4 東温市⽴拝志⼩学校
東温市下林甲1585
番地

1965年4⽉ 47年 ● 1,228 123
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 27,583 19% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

5 東温市⽴上林⼩学校
東温市上林甲2565
番地

1975年4⽉ 47年 ● 402 40
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 20,914 39% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

6 東温市⽴川上⼩学校
東温市北方2655番
地

1970年3⽉ 47年 ● 1,822 182
連系制限なし・
逆潮流あり

62.64 50 68,456 47,658 30% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

7 東温市⽴東⾕⼩学校
東温市則之内甲334
番地

1963年3⽉ 47年 ● 813 81
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 20,705 39% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

8 東温市⽴⻄⾕⼩学校
東温市則之内乙835
番地

1975年8⽉ 47年 ● 293 29
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 24,072 30% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

9 東温市⽴重信中学校
東温市志津川991番
地

1962年3⽉ 47年 ● 2,222 222
連系制限なし・
逆潮流なし

62.64 50 68,456 55,282 19% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

事業収支シミュレーション付加

10 東温市⽴川内中学校
東温市南方467番地
1

1989年3⽉ 47年 ● 1,237 124
連系制限なし・
逆潮流なし

62.64 50 68,456 50,688 26% ①-b レジリエンス補助⾦を活用してオンサイト太陽光+
蓄電池を導入

11 東温市よしいのこども館
東温市田窪1071番
地10

2015年9⽉ 22年 ● 879 88
連系制限なし・
逆潮流なし

31.32 25 29,460 20,614 30% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

12 東温市川内公⺠館 東温市南方264番地 1978年3⽉ 50年 ● 377 38
連系制限なし・
逆潮流あり

0 0 - -
既存の⾃家消費太陽光があり、使用電⼒も少ない
ため、追加導入は物理的制約と効果から困難と判
断。

13 東温市川内健康センター 東温市南方262番地 1980年3⽉ 40年 ● 702 70
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 19,212 44% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

14
東温市ふるさと交流館
さくらの湯

東温市北方甲2081
番地1

1998年3⽉ 34年 420 42
連系制限なし・
逆潮流あり

0 0 - - 現地調査にて屋根勾配が⼤きすぎ、設置不可と判
断

15 東温市⽴南吉井保育所
東温市田窪1147番
地1

1973年3⽉ 22年 458 46
連系制限なし・
逆潮流なし

31.32 25 34,215 18,370 46% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

16 東温市⽴川内保育園 東温市南方279番地 1971年3⽉ 34年 421 42
連系制限なし・
逆潮流あり

31.32 25 34,215 25,612 25% ①-a 規模が⼩さく余剰電⼒が多いため、余剰FITを活用
してオンサイト太陽光を導入

17 東温市⽴北吉井幼稚園
東温市樋口甲1400
番地

1978年2⽉ 47年 921 92
連系制限なし・
逆潮流あり

13.05 9.9 13,965 6,943 50% ②
低圧で導入可能規模も⼩さいため、家庭用と同じ
⾃家消費+余剰FIT売電（期間10年 24年度16円
/kWh）を導入

事業収支シミュレーション付加

18 東温市⽴重信幼稚園
東温市田窪1108番
地1

1975年3⽉ 47年 819 82
連系制限なし・
逆潮流なし

13.05 9.9 13,965 5,622 60% ②
低圧で導入可能規模も⼩さいため、家庭用と同じ
⾃家消費+余剰FIT売電（期間10年 24年度16円
/kWh）を導入

19 東温市⽴川上幼稚園
東温市北方2655番
地

1976年12⽉ 47年 581 58
連系制限なし・
逆潮流あり

13.05 9.9 13,965 5,272 62% ②
低圧で導入可能規模も⼩さいため、家庭用と同じ
⾃家消費+余剰FIT売電（期間10年 24年度16円
/kWh）を導入

602.9 479.7

モジュール パワーコンディショナ
太陽光設備容量



①-a 余剰FIT活用

【発電の活用】
・まずオンサイト活用（⾃家消費）し、余剰分をFITで売

電する（2024年度屋根設置型余剰 12円/kWh 20年
間）で売電する。

【補助⾦】
・FIT活用のため、補助⾦は活用できない。
【ファイナンス】
・東温市投資、リース活用で導入を検討。（売電単価が

低い余剰電⼒が多いため、PPAは難しいと思われる）
【備考】
・余剰FIT12円/kWhの対象は、パワーコンディショナー

10kW以上50kW未満に限られる。
・余剰発電分は売電するため、蓄電池導入の有効性は低

い。
・FIT申請が通ればよく、補助⾦も不要のため難易度は低

いと思われる。

① オンサイトで
太陽光の電⼒
を消費

② 施設で使い切れなかった
余剰分をFIT売電

屋根面積が大きく、オンサイトで
⼀定の電⼒使⽤はあるが、余剰も
多く発生する事業所向け

【検討対象事業所】
各⼩学校（北吉井、南吉井、拝志、
上林、川上、東⾕、⻄⾕）、各中
学校（重信、川内）、南吉井保育
所、川内保育園、よしいのこども
館、川内健康センター

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



①-a 重信中学校（例） 東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



①-a 重信中学校（例）

試算にあたっての考えかた
投資額 25万円/kW（パネルベース）1,566万円 補助⾦なし
発電量 経年劣化0.8%/年を考慮

削減電気単価 22.10〜23.8⽉受領データの従量料⾦+燃料調整費+再
エネ賦課⾦ 平均値（税抜）から21円/kWh

FIT売電単価 24年度屋根設置余剰売電単価12円/kWh 20年間
減価償却費 17年定額償却
保安費 50千円/年
メンテナンス（清掃等） 100千円/年
⽕災保険 21千円/年
償却資産税 88千円/20年平均（初年度219千円）
PCS部品交換 11年⽬から10％ずつ費用計上 100千円/年

・一般的な太陽光発電設備では投資回収10年が⽬安だが、本案件では17年⽬と⾒込
まれるため、採算性は低い。

・ただし、回収はできるため導入は可能ではないか。

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



①-b オンサイト補助⾦活用

【発電の活用】
・まずオンサイト活用（⾃家消費）し、蓄電池やEV充電

にも活用、あとは出⼒抑制する。
【補助⾦】
・避難施設の場合はレジリエンス強化補助⾦、そうでな

い場合はストレージパリティ補助⾦を活用する。
【ファイナンス】
・東温市投資、リース活用で導入を検討。（出⼒抑制が

頻繁に発生するとみられるため、PPAは難しいと思わ
れる）

【備考】
・避難施設には15〜30kWh程度の蓄電池を併設する。
・学校でEV導入の計画があれば、蓄電池をV2H機器に変

更する方法もある。
・補助⾦確保がカギとなるため、難易度は①-aよりは⾼

くなる。

② 災害時にPCやスマホなど
弱電機器を動かせる蓄電池
を導入するか、EVを活用す
るV2H機器を導入

屋根面積が大きく、オンサイトで
⼀定の電⼒使⽤はあるが、余剰も
多く発生する事業所向け

【検討対象事業所】
各⼩学校（北吉井、南吉井、拝志、
上林、川上、東⾕、⻄⾕）、各中
学校（重信、川内）、南吉井保育
所、川内保育園、よしいのこども
館、川内健康センター

① オンサイトで
太陽光の電⼒
を消費

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



災害時の蓄電池イメージ

スマートフォン
30台を4回フル充電
（1kWh）

冷蔵庫
48時間稼働
（1kWh）

LEDシーリングライト
2台を20時間点灯
（1kWh）

テレビ32型
48時間稼働
（1.5kWh）

扇風機
3台を48時間運転
（0.4kWh）

・15kWh蓄電池があれば、下記のような機器類を同時に2⽇程度稼
働させることができます。

・夜間を蓄電池で対応、翌⽇天候がよければ太陽光発電により機器
が使用でき、蓄電池にも蓄電されていきます。

・使用可能時間は機器により増減します。ご了承ください。
15kWh蓄電池



①-b 重信中学校（例） 東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



①-b 重信中学校（例）

試算にあたっての考えかた
投資額 25万円/kW（パネルベース）+蓄電池15kWh 200万円

1,766万円
補助⾦ レジリエンス補助⾦ 補助率½ 883万円
発電量 経年劣化0.8%/年を考慮

削減電気代 22.10〜23.8⽉受領データの従量料⾦+燃料調整費+再
エネ賦課⾦ 平均値（税抜）から21円/kWh

減価償却費 17年定額償却
保安費 50千円/年
メンテナンス（清掃等） 100千円/年
⽕災保険 21千円/年
償却資産税 99千円/20年平均（初年度247千円）
PCS部品交換 11年⽬から10％ずつ費用計上 100千円/年

・一般的な太陽光発電設備では投資回収10年が⽬安だが、本案件では11年⽬と⾒込
まれるため、採算性は一定ある。

・余剰率が低く50kW以上が⾒込める重信中、川内中、北吉井⼩、南吉井⼩などは
PPAも検討の余地がある。（余剰率は結果一覧参照）

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



①-c 余剰非FIT売電活用

【発電の活用】
・まずオンサイト活用（⾃家消費）し、余剰分を非FITで

電⼒会社に売電する。
【補助⾦】
・避難施設の場合はレジリエンス強化補助⾦、そうでな

い場合はストレージパリティ補助⾦を活用する。
【ファイナンス】
・東温市投資、リース活用で導入を検討。（非FIT買取単

価は低い（8〜10円/kWh）ため、PPAは難しいと思わ
れる）。

【備考】
・補助⾦、買取してくれる電⼒会社の確保がカギとなる

ため、難易度は①-aや①-bより⾼くなる。
※ 事業収支は①-aより低くなるため、計算していません。

② 施設で使い切れなかった
余剰分を非FIT売電

屋根面積が大きく、オンサイトで
⼀定の電⼒使⽤はあるが、余剰も
多く発生する事業所向け

【検討対象事業所】
各⼩学校（北吉井、南吉井、拝志、
上林、川上、東⾕、⻄⾕）、各中
学校（重信、川内）、南吉井保育
所、川内保育園、よしいのこども
館、川内健康センター

① オンサイトで
太陽光の電⼒
を消費

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書



② 家庭用余剰FIT活用

屋根面積が小さく、オンサイトで
余剰の発生する事業所向け

【検討対象事業所】
北吉井幼稚園、重信幼稚園、川上
幼稚園

【発電の活用】
・まずオンサイト活用（⾃家消費）し、余剰分をFITで売

電する（2024年度家庭用余剰 16円/kWh）。
【補助⾦】
・FIT活用のため、補助⾦は活用できない。
【ファイナンス】
・東温市による投資、リース活用またはPPAで導入検討。
【備考】
・PCS10kW未満（家庭用）の施設に限る。
・家庭用FIT余剰買取は10年間。
・FIT申請が通ればよく、補助⾦も不要のため難易度は低

いと思われる。

【出典】（株）デンカシンキHPより、家庭用PPAサービス「シン・フリーソーラー」

東温市公共施設⾃⽴・分散型エネルギー設備等 導入可能性調査業務報告書
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② 北吉井幼稚園（例）

試算にあたっての考えかた
投資額 30万円/kW（パネルベース）391.5万円
発電量 経年劣化0.8%/年を考慮

削減電気代 重信中 22.10〜23.8⽉受領データの従量料⾦+燃
料調整費+再エネ賦課⾦ 平均値（税抜）

FIT売電単価 24年度家庭用余剰売電単価16円/kWh 10年間
11年⽬以降は卒FIT買取10円/kWhを想定

減価償却費 17年定額償却
保安費 なし
メンテナンス（清掃等） 10千円/年
⽕災保険 5千円/年
償却資産税 22千円/20年平均（初年度55千円）
PCS部品交換 11年⽬から10％ずつ費用計上 18千円/年

・20年間で回収できない可能性があるため、可能な限り施⼯費を落とす取り組みが
必要。
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③ オフサイト・⾃己託送活用

屋根面積は大きいが、オンサイトで
はほとんど電⼒使⽤のない事業所向
け

【検討対象事業所】
なし

【発電の活用】
・発電全量について、電⼒会社を通じて他の事業所に供

給してもらう。
【補助⾦】
・基本的に使えない。
【ファイナンス】
・東温市投資、リース活用で導入を検討。（PPAは難し

いと思われる）
【備考】
・四国電⼒送配電では余剰分の⾃⼰託送は⾏わないため、

⾃⼰託送は全量のみ。⾃⼰託送料⾦・インバランスも
かかるため、事業性は⾼くはない。

・⾃⼰託送であれば四国電⼒送配電との協議、オフサイ
トであれば対応する新電⼒の確保がカギとなるため、
難易度は⾼い。

※ ⾃⼰託送料⾦などの確認までは要件外のため、してお
りません。

① 発電した全量を市の他事
業所へ供給（⾃⼰託送も
しくはオフサイト）
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